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令和５年６月２９日 

九州地方整備局 

 

内閣人事局・デジタル庁・人事院共催 

「ワークスタイル変革取組アワード」で W 受賞 

～DX、ドローンを用いた新しい災害対策～ 

 

●九州地方整備局は、内閣人事局・デジタル庁・人事院が実施する公務におけるワーク

スタイル変革の取組を表彰する「ワークスタイル変革取組アワード」にて、全２部門と

もに受賞しました。 

＜業務見直し・デジタル化部門＞ 

・デジタルを用いた安全で効率的な災害対応（九州地方整備局 インフラ DX 推進室） 

＜人材開発部門＞ 

・ＴＥＣ-ＦＯＲＣＥ 災害対応ＵＡＶ部隊「BlueHawks」の育成について（九州地方整

備局 災害対策マネジメント室） 

 

●各府省から 146 件の応募があり、一次選考を通過した 24 件について、全国の国家公

務員がアクセス可能な投票ウェブサイトを通じ、約１万１千人が投票しました。 

●本省の部２部門各３件、地方の部２部門各３件が受賞となりました。 

●数多の各政府の地方機関の中で、全体の１／３を九州地方整備局が占める快挙となり

ました。得票数は各部門ともトップに百数十票差で惜しくも２位でした。 

●６月１３日、河野デジタル大臣・川本人事院総裁出席で、オンライン授賞式が行われ

ました。 

 

 

１. 参考資料 

添付 資料－１ 

＜参考＞令和５年ワークスタイル変革取組アワード（内閣官房） 

https://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/jinji_w7.html 

＜参考＞結果発表「国家公務員のためのワークスタイル変革取組アワード」（内閣官房） 

https://workstyle-reform-award.go.jp/ 
 

【問い合わせ先】 

九州地方整備局 企画部 インフラ DX 推進室 

建設専門官 房前和朋（ふさまえ かずとも）（内線 331７） 

e-mail：fusamae-k8910@mlit.go.jp 

TEL（代表）：０９２－４７１－６３３１ FAX：０９２－４７６－３４６５ 

 

 



【九州地方整備局 受賞】
＜業務見直し・デジタル化部門＞
・九州地方整備局 デジタルを用いた安全で効率的な災害
対応
＜人材開発部門＞
・九州地方整備局 ＴＥＣ-ＦＯＲＣＥ 災害対応ＵＡＶ部
隊「BlueHawks」の育成について

○内閣人事局・デジタル庁・人事院共催
「ワークスタイル変革取組アワード」
公務におけるワークスタイル変革の取組を表彰する

「ワークスタイル変革取組アワード」を実施。
各府省から146件の応募があり、24件が一次選考を通過。
九州地方整備局は応募３件全てが通過。

この24 件について、令和５年４月24日～５月19日の期
間、各府省職員の一万一千人を超える投票により、最優秀
賞４件、優秀賞８件が決定
九州地方整備局では、全２部門ともに優秀賞１件を受賞

（合計２件）。
６月１３日、河野デジタル大臣・川本人事院総裁が出席

しオンライン授賞式を実施。

資料ー１

河野デジタル大臣、川本人事院総裁（青枠）と各受賞者
九州地方整備局 房前建設専門官、田畑課長補佐（赤
枠）



デジタルを用いた安全で効率的な災害対応
【取り組み】
・国土交通省は所管事業の被災対応だけではなく、緊急災害対策
派遣隊（TecｰForce）を被災地に派遣している。令和２年7月豪雨
では延べ10,606名を派遣、自治体支援等の活動を行った。
災害対応は大きな作業量が生じ、国、自治体、建設業界等では

昼夜を問わず一日も早い地域の日常の回復のために働いている。
また被災現場は安全や衛生面での課題も多く、作業者の安全確保
が非常に難しい。
このような状況を鑑み災害対応作業者の働き方改革のため、効

率的で安全性が高く、安価かつ機材の入手が容易で技術習得が容
易な技術を開発、業界への普及促進を実施した。
【業務効率化】
・R4年1月22日、日向灘を震源とする震度５強の地震では、２週間
の作業を１日で完了。さらに安全かつ作業員の負担を軽減。
・被災直後の３Dモデル等による災害情報の共有は、被災自治体の
初期対応に活用された。（従来は報告までに２週間程度かかるた
め初期対応には使用できない）
〇安価で入手しやすい市販ドローンを用い、２万m2以上の面積の
現地調査（写真による３D作成等のデータ取得）を９０分で終了。
〇iPhoneのレーザー測量機能を用い２０ｍのクラックの３Ｄ計測を
１人で３０秒（従来は４人で数時間）で終了。
〇クラウドを用いて報告資料を作成。URLを送付するだけで、VR、
写真、３Dモデル、写真、動画共有が可能。
〇計測資材の数量・重量が大幅に減少、非接触の計測を行うこと
で、作業者の安全性向上、負担軽減を両立。
〇各県政令市、業界団体等で多数の体験型講習会を開催し、建設
業界全体のデジタルを用いた働き方の改革（DX）を推進。
〇多くの報道、専門誌掲載、講演実績あり。

赤白ポール、アルミスタッフによる
現地計測 赤白ポールによる現地計測

クラウドを用いた３Dデー
タの共有・活用

ドローンを用いた３D計測

iPhoneによるレーザ計測

簡易ソナーによる水中計測

従来の手法（令和２年７月豪雨）

デジタルを用いた新たな働き方（令和４年１月～）
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